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（要旨）
　本稿の課題は，近年政府によって追及されている女性の活躍推進の実態を信用金庫を対象に
明らかにし，日本の人的資源管理における女性の活躍推進の意義を問うことにある。一般に日
本の家族制度は，高度成長期に確立されてきた，この家族制度のもとで，男性が家族を養い，
女性は家事を分担するという性別役割分業が形成され，女性の就業は結婚までの短期間に行わ
れることになった。だが日本経済の低成長への移行とともに，経済成長の観点から女性の活躍
推進が繰り返し主張されてきた。そこで本稿では，近年重要な課題とされている女性の活躍促
進を，信用金庫を対象に，政府の重要な課題とするワークライフバランス，さらに女性の職域
の拡大や管理職登用にまで立ち入って検討し，女性の活躍推進が，事業構造の転換と不況下で
の新規採用抑制などと関連して追及されていることを明らかにする。
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Ⅰ．問題の提起

　2014 年 1 月，安倍内閣は，経済再生に向
けて女性の活躍を成長戦略の中核とすること
を明言した。つまり「経済を持続可能な成長
軌道に乗せるため，最大の潜在力である女性
の力を最大限発揮させる」と述べ，「指導的
地位に占める女性の割合を 30％2」とするこ
とを目標に掲げた。2015 年 8 月には女性の
職業生活における活躍の推進に関する法律，
いわゆる女性活躍推進法が制定され，長時間
労働の是正やワークライフバランスの推進な
ど，女性の活躍推進に向けた取り組みが規定
されるにいたった。
　さらに 2015 年 9 月には，「アベノミクス
は第 2ステージに移る」ことが宣言され，こ
の第 2ステージで，「達成時期は示さなかっ
たが，14 年度に 490 兆円だった名目 GDP
を 2割増やすため，女性や高齢者，障害者ら
の雇用拡大や地方創生を本格化して生産性革
命を大胆に進める」ことが発表され，さらに
「仕事と介護の両立は大きな課題だ」とし，
家族らの介護を理由に退職せざるを得ない
「介護離職」をゼロにするという目標も示さ
れた。こうした政府の方針のもと，企業や官
庁などで女性活用に向けた取り組みが進めら
れるにいたっている3。
　ここ数年，女性の活用が政府の成長戦略の
一環として追求されている。もちろんこれま
でも，経済成長の重要な要素として女性の活
用が注目されてきた。すでに周知のように，
第二次世界大戦後，日本経済は急速な経済発
展を遂げた。その過程で女性の参政権が認め
られ，さらに労働基準法で男女同権が謳われ
るなど，戦前とは異なり，女性の就業にかか
わる社会・経済の環境はかなり改善した。こ
の高度経済成長の時期に女性の就業率はかな
り改善されたものの，女性就業は当時の社会
には認められなかった4。「男性は仕事，女性

は家事」という意識が依存として根強かっ
た5。
　1973 年以降，女性の就業構造は大きく変
化してきた。一次産業，二次産業で働く女性
の比率が低下する一方，三次産業で働く女性
の比率が高まった。つまりサービス経済化の
進展とともに，多くの部門で女性のための雇
用機会が生み出され，女性の働く場所が増加
することになった6。しかし日本社会には，
女性の就職を阻害する要因が依然として多数
みられるのであり，そのため女性たちは仕事
と生活の両立が難しかった。このような背景
のもとで，女性の就労を促進するような法律
などが施行され，女性の活躍支援が注目され
てきたのである。そのさい注目しなければな
らないのが，わが国の雇用慣行であろう。
　周知のように「日本的経営7」は，一般に
終身雇用，年功制，企業別組合と把握される。
終身雇用とは，従業員が一つの企業において
長期に勤続する慣行をいう。この終身雇用と
結びついて従業員の処遇を，従業員の年齢や
勤務年数に基づいて決める制度が，年功制で
ある。こうした慣行のもう一方の担い手とな
るのが，企業別組合である。企業別組合とは，
企業ごとに組織された労働組合を意味してい
る。もちろん，多くの論者が指摘するように，
このような慣行は大企業に典型的にみられる
もので，中小企業などにはあまり一般的では
ない8。
　さらにこのような雇用慣行は，大企業の男
性の正社員に特徴的なもので，女性労働者
は，日本的な雇用慣行の外に存在しており，
その労働は単純な労働と低賃金によって特徴
づけられるのである。もちろん女性労働者
も，年功制のもとでは，男性と同じように基
本給は増加していくし，企業別組合にも組織
されてきた。だが，企業別組合では，基幹的
な男性従業員がその運営を担っており，女性
たちはたとえ青年婦人部においてさえそのイ
ニシアティブを握ることもできなかった。日
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本的雇用慣行は，男性従業員を基盤に構築さ
れてきたといえる。
　たとえば，氏原正治郎氏らによれば，「年
功制を軸とした人材の内部育成システムは，
基幹労働力である男性正社員を対象としたも
のであり，外部環境の変化に対する対応策
も，男性正社員を対象にしたものです9」と
指摘されており，「日本的経営」が男性の正
規従業員を基盤に成立していることを明らか
にされている。
　また日本では高度成長期に，農村から都市
部に多くの人材が流入し，都市部では核家族
化が進んだ。この核家族では，男性が企業な
どに雇用されて就労し，家族を養うのに対
し，女性たちは家庭での家事労働を担うこと
になった10。こうして性別役割分業が構築さ
れたのである。この性別役割分業のもとで女
性の就労は，結婚するまでの短期的なものと
見られるようになり，その結果，女性のみ
35 歳定年をとるという企業も存在してい
た11。こうした家族制度と，そのもとでの労
働のあり方は，家父長制とそのもとでの性別
役割分業によって特徴づけられてきた12。女
性労働者たちは，家父長制とそのもとでの性
別役割分担のもとで，短期間の勤務が一般的
なものとなり，「日本的経営」のもとにいた
としても，男性従業員とは異なる存在であっ
たといえる。
　すでにみたようにここ数年，近年の政策に
おいて女性の活躍が注目されてきた。だが，
女性の活用は，これまでも繰り返し注目を集
めてきた。たとえば富田積子氏は「中長期的
な労働力需要の関係とサービス経済化の進展
は，多様な就業形態と女子の活用やその戦力
化を産業・企業にいやおうなしに迫ってい
る13」と指摘し，サービス経済化の進展のも
とで女性の活躍が重要な課題になっていると
している。男女雇用均等法の施行以来，女性
の活躍支援が日本経済の活性化という視点か
ら問題にされてきた。女性の活躍支援が，こ

れほどに執拗に追及されてきた背景には，伝
統的な家父長意識や「日本的経営」の問題が
存在するように思われる。
　このような「日本的経営」を背景に，とく
に均等法の施行以降，女性の活躍が重要な課
題として追求され，企業などでさまざまな取
り組みが行われ，女性の活躍についてさまざ
まな見解が指摘されてきた。たとえば伊田広
行氏は，サービス経済化の女性の活躍支援に
ついて，「家父長制という生産と再生産領域
全体の性別分業構造が消滅ではなく再編され
ている点を見逃14」していると指摘されてい
る。このように女性の活躍支援の進展と，女
性差別的な構造の残存がこれまで問われてき
たといってよいだろう。女性の活躍がなぜ進
まないのかについては，改めて検討すること
が必要だと思われる15。ここではこれまでも
重視されてきた女性の活躍がアベノミックス
に代表されるように改めて問われているが，
今問題にされている女性の活躍推進が企業に
とっていかなる意味があるのかを問うことに
したい。
　本稿の課題は，女性の昇格差別を巡って争
われた S信用金庫のような体質を持つ信用
金庫において16，どのような女性の活躍支援
策が行われているのか，それは信用金庫に
とってどのような意味を持っているのかを検
討することにある17。ここで信用金庫を対象
に選んだのは，信用金庫という協同組織が経
済発展の過程で経済構造に深く組み込まれ，
その結果日本の企業経済に特徴的な女性問題
が構造化され，女性対策が遅れることになっ
たと把握されるためである。そのために，こ
の論文では，まず少子化の進展を背景に政府
の施策として行われるようになったワークラ
イフバランスの信用金庫での取組を取り上
げ，次に信用金庫での女性の活躍支援の取組
を明らかにし，最後に女性の活躍支援が信用
金庫にとってどのような意味を持っているの
かを検討することにしたい。
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Ⅱ．信用金庫とワークライフバランス

　2014 年の人口推計によれば，これまで日
本の人口は増加してきたが，2014 年には減
少に転じ，その後も減少を続けると考えられ
ている。こうした人口減少の背景となってい
るのが，出生率の低下である。少子高齢化に
伴う人口の減少が続けば，日本の経済や社会
にさまざまな影響を及ぼすと思われる。とり
わけ重大な問題が人口減少にともなう労働力
不足である。こうしたなかで注目されたの
が，女性労働者である。だが，女性労働者は，
これまで子育てや介護などを担い，仕事両立
はきわめて困難な状況にあった。労働時間の
短縮が提起されてきたものの，正規従業員は
長時間労働のままであった。そのため，女性
社員にとって，子育てや介護をしながら仕事
をするのはきわめて困難であった。
　一般に，日本でワークライフバランスが関
心を呼ぶようになったのは，1990 年の 1.57
ショックであったといわれている。実際，こ
の年，出生率が 1.57 と過去最低を下回り，
政府は，少子化を大きな問題として認識し，
1994 年には「今後の子育て支援のための施
策の基本方向について」（エンゼルプラン）18

を策定することになった。このようにワーク
ライフバランスという問題は，もともと育児
支援などに関わる問題として問われるように
なったといえる 19。
　このような少子化の進展とともに，労働力
不足への懸念が広がり，労働力を確保するた
めに女性の活用が重視されるようになってい
る。2002年の「少子化対策プラスワン」では，
男性の働き方の見直しの必要性が重要とさ
れ，それを受け 2005 年に施行された「次世
代育成支援対策法」では，301 人以上の労働
者を雇用している一般事業主に対して，残業
時間の短縮や有給休暇の取得促進などの次世
代育成向けた行動計画の策定が義務付けられ

ている。
　内閣府の平成 21 年度『男女共同参画白
書20』によれば，一週間に 50 時間以上の働
く労働者の比率は諸外国と比べて最も高く
なっている。日本ではこれまでも労働時間が
長かった。経済のグローバル化の進展ととも
に，非正規従業員の比率が高まり，正規従業
員の比率が低下したにもかかわらず，労働時
間はあまり減少せず，正規従業員については
依然として長時間労働が一般的であった。こ
のような長時間労働のもとでは，働くものに
は仕事と生活の両立は難しく，とりわけ育児
や家事を担う女性にはこのような長時間労働
は大きな問題であった。仕事の負担や育児な
どから子供をもつのを控える女性もみられ
た。そのためワークライフバランスの一環と
して労働時間の問題が注目されたのである。
　実際，2013 年 4 月，安倍総理は，男女共
に仕事と子育てを容易に両立できる社会の実
現が重要であるとの考えを示し，5月には女
性の活躍促進に向けた施策として，女性活躍
の具体的な方針を取りまとめた21。このよう
な政府での取り組みが進むなか，信用金庫で
も，ワークライフバランスに対する取り組み
が進められている。なかには法定を上回る育
児休業期間を設ける金庫などもみられる。信
用金庫でも，職場の中で慢性的な人員不足に
よる職員の事務負担の増加，さらに長時間労
働のなかで，職員の仕事と育児・介護など生
活の両立困難という問題が生じている。こう
した現状の問題点を解決するために，信用金
庫においてもワークライフバランスが重視さ
れるようになったとされている。
　たとえば豊田信用金庫では，女性社員の働
きやすい環境づくりに向け，短時間勤務や法
定を上回る看護休暇日数の整備，さらに休業
後の職場復帰の支援などが行われている。ま
た男性職員の育児参加を推進するために，
「産後介助休暇」という制度が導入されてい
る。人事部の労務担当者が出産の経験に基づ
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き，ママでも仕事をしやすい環境をつくるこ
とために，育児制度充実の必要性が認識され
るようになったというのである。豊田信用金
庫では，育児短時間勤務制度は，育児休業法
に基づいて作定されている。毎年 13 － 15
名社員が利用しており，職員に広く普及して
いるといえる。勤務時間については，定時は
朝の 8時 40 分から午後の 17 時 40 分までで
あるが，上長の許可があれば，終業 1時間前
に早めに家に戻れるというフレキシブルな運
用が行われている。
　次に看護休暇を見てみよう，子供の看護休
暇では，法定を上回り，子供一人につき 7日
間の休暇があり，二人以上の場合，10 日間
の有給休暇が付与されている。また，介護休
暇では，子育て休暇と同じように，対象者一
人につき 7日間の休暇が取れる，二人以上の
場合は10日間の有給休暇を付与されている。
次に，男性の育児参加を目的として「産後介
助休暇」の導入についてみると，出産の際，
また育児期間中に 3日間の有給休暇の付与が
与えられる。さらに，豊田信用金庫は，毎週
水曜日と毎月 19 日にノー残業デーを設定，
そして有給休暇 5日間の計画的取得を狙いと
した「目的休暇」の導入，育休復帰直前 1日，
直後 2日間の復帰前後研修の実施などワーク
ライフバランスの職員に対して支援策を施行
している。こうした支援策下で，育児休業の
取得者は 2007 年度の 15 名から 2009 年度の
23 名へ増加している。また，短時間勤務取
得者は，2007 年度の 8名から，2009 年度の
13 名になっている。有給休暇の取得率は
63.39％になっている。
　知多信用金庫では，法定を上回る育児休業
期間を設けている。つまり仕事と子育ての両
立を支援するために，育児休業・育児短時間
勤務制度を設け，子供が 1 歳 6 ヶ月に達す
る年の年度末まで期間が延長できる。さらに
育児短時間勤務により，子供が小学校に就学
するまで1日2時間，勤務時間を短縮できる。

また性別にかかわりなく，男女ともに仕事が
しやすく，とくに女性の能力を開発できるよ
うに，育児休業からの職場復帰をサポートす
る支援策が充実している。職場復帰をサポー
トするための研究会がつくられ，育児休業中
の社員を対象に，職場復帰のために，資料を
送付するなどの情報の提供を実施しており，
電話などでの定期なコミュニケーションなど
さまざまな取り組みを施行している。また，
知多信用金庫では，原則として，1週間に 1
日に早帰り日を設定して，定時退社も推進し
ている。この信用金庫でのワークライフバラ
ンスの実績を見ると，女性職員の育児休業取
得者は 2005 年度－ 2007 年度の 6 名から，
2008 年度－ 2010 年度 6 月末の 10 名になっ
ている。女性職員の育児休業の取得率は
2008 年度から 2010 年度 6月末まで 100％と
なっている。
　蒲郡信用金庫では，育児休業制度の利用希
望者が増加しているために，この信用金庫で
は「従業員とその家庭を明るくする」という
経営方針のもとに，ワークライフバランスと
いう柔軟な働き方に取り組んでいる。まず，
家庭環境に配慮した多様な育児短時間勤務制
度を導入している。つまり勤務時間を数パ
ターンに分類して，職員達は自分のライフス
タイルに合わせて育児短時間勤務制度を選択
している。小学校就学前に 1 日最大 2 時間
の勤務時間の短縮が利用できる。また少子化
対策として，出産祝い金制度を改定した。つ
まり2006年4月より，第3子には15万円（現
在までに 5 名が取得），第 4 子には 25 万円
の出産祝い金を支給する制度を実行してい
る。2005 年度から 2009 年度までの育児休
業取得率は 92.8％であった。
　尾西信用金庫では，男性職員も育児に参加
するために特別休暇制度が導入された。出産
8 週以内の子供を持つ社員は，10 日間以内
の特別休暇の取得が可能である。保育所に入
所できない場合などには，最長子供が 1 歳
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6 ヶ月の年度末までの育児休業の期間を延長
できる。それに，子供の小学校就学前まで，
30 分単位で合計 2時間まで勤務短縮を取る
ことができる。さらに第 1子については年間
5日，第 2子以上の場合，年 10 日の看護休
暇の取得が可能である。
　また尾西信用金庫では，毎月 19日に加え，
3日間，計 4日をノー残業デーに設定してお
り，それにより全職員が交替で土・日以外に
5日の連続休暇の取得も可能になっている。
このように信用金庫でもさまざまな取り組み
が進められている。業界全体ではどのような
状況にあるのかを次にみてみよう。
　全国信用金庫協会は，2009 年に全国の信
用金庫を対象に「ワークライフバランスに関
する調査22」を行った。278 信用金庫中，
265 信用金庫から回答があった。この調査を
もとに信用金庫におけるワークライフバラン
スの取り組みの実態をみることにしよう。こ
の調査では，ワークライフバランスの取り組
みを五つの側面から検討している。
　まず，休業制度など両立支援では，育児休
業制度，原職復帰の規則，介護休業制度など
が調査されている。育児休業と介護休業の給
与の支給では，無給という回答が，90％以
上を占めている（育児休業の無給 93.6％，
介護休業の無給 97.4％）。介護休業終了後の
原職復帰のための支援策もあまり進んでいな
かった。例えば，教育訓練機会の提供では，
137 信用金庫で実施されていなかった。
　次に，勤務時間の短縮などの両立支援につ
いてみると，育児や家族の介護のための在宅
勤務では，いずれの制度も信用金庫では実施
していなかった（回答，0％）。また育児や介
護に関する費用を補助するという制度では，
育児については 1.5％，介護に対する費用補
助については 1.1％とほとんど実施されてい
ない。
　また過去 3 年間に出産した女性職員の
80.5％は育児休業を取得していたものの，男

性職員は 0.4％を占めるにすぎなかった。介
護休業を取得した職員もほとんど女性職員で
あった。けれども妊娠，出産，育児，介護を
理由にいったん退職した後，正規職員として
復職した職員は，平成 20 年度には平成 18
年度のより 4倍以上に増えている（平成 18
年度の 7名より平成 20 年度の 29 人）。
　ワークライフバランスに関する人事制度及
び労務管理という項目をみると，妊娠，出産
などを理由に退職した職員ために再雇用制度
を実施している信用金庫は，全金庫の
13.6％，36 金庫にすぎなかった。仕事と職
員の個人生活との両立にも活用できる休暇制
度を設けていない信用金庫は，76.6％，203
金庫であった。こうした制度以外に仕事と家
庭の両立をしやすくする制度を設けている信
用金庫は，わずか 38 金庫だけであった。最
後に，ワークライフバランスのための環境づ
くりについてみると，仕事と家庭の両立支援
への積極的な取り組みが，多くの金庫で経営
や人事の方針などに反映されておらず，その
理由として先入観が指摘されていた23。
　このように，全体として信用金庫では，
ワークライフバランスにはあまり取り組まれ
ていないように思われる。けれども，なかに
は積極的に育児支援などに取り組む金庫も存
在している。こうした実態をみるために，こ
こでは，訪問調査をさせていただいた A信
用金庫におけるワークライフバランスの取り
組みを検討することにしよう。
　A信用金庫では，3年間の中期計画が策定
されている。育児休業などワークライフバラ
ンスが問題にされるようになったのは，9年
ほど前（2004 年ころ）からであった。A信
用金庫でワークライフバランスの取組が行わ
れるようになったのは，次世代育成支援対策
推進法の施行であった。この法律の施行とと
もにA信用金庫では，「職場環境の改善」計
画が策定された。その内容は，他の信用金庫
と同じように，小学校就学前の子供を持つも
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のに労働時間の短縮を行ったり，毎月 1万円
の保育手当を与えるなど制度が作定された。
　しかし，こうした制度を利用する職員が少
ないために新たな計画の策定が行われた。こ
の計画では，育児休業制度の制度を職員に周
知し，その取得を促すことが重要な課題で
あった。この時期までは，政府の法的な規定
を契機とするいわば受動的な取り組みであっ
たと見ることができる。それが積極的な取り
組みに変わったのが，次の中期経営計画から
であったとされる。
　この時期（2007 年ころ）には法律の基準
を超えて 1歳半まで育児休業期間を延長し，
介護休業については 1日単位ではなく，分割
して取得できるようワークライフバランスに
関する制度の整備が行われた。さらに育児休
暇から復帰予定の職員に「職場復帰研修」を
行うとともに，職場復帰の不安を解消するた
めに「A社ママ友の会」を開催している。こ
の「A社ママ友の会」では，今後インターネッ
トを活用して職場復帰に対する不安を解消す
るような取組が予定されているのである。
　A信用金庫の事例は，すでにみた信用金庫
におけるワークライフバランスと共通する取
組が多い。もともと A信用金庫の取組は，
政府の法整備を契機に始められたものであっ
たが，ここ数年でいわば受動的な取り組みか
ら自発的な取り組みへと変化してきたと指摘
されている。その背景として，若年層の意識

の変化なども指摘されているものの，大きな
要因として労働力不足という問題が指摘され
ているのである。
　表 1は，全国の信用金庫における職員の構
成を男女別に示したものである。信用金庫で
は，景気の低迷を背景に職員の採用が抑制さ
れ，職員数が減少してきたが，その一方で優
秀な女性職員が増加し，しかもこうした女性
職員たちは，結婚や出産などにより金庫を退
社することは少なくなったとされている。
　実際，A信用金庫では，結婚や出産を契機
に退職を迫られる大手企業があるにもかかわ
らず，結婚や出産を理由に退職する女性はほ
とんどいなかったのである。しかも採用され
る女性たちは，高卒から大卒への採用の主体
の変化などを背景に，優秀な人材が多かった
ことから，女性の活用が注目されるように
なったと思われる。事実，男性以上に営業で
優秀な成績を残す女性職員も増えてきている
のである。
　これまでみてきたように信用金庫でも，政
府の方針を受けワークライフバランスに対す
る取り組みが進められている。なかには法定
を上回る育児休業期間を設ける金庫などもみ
られるものの，目標を達成するために，男性
に強制的に育児休業を取らせなければならな
い程実態はほとんど進んでいないように思わ
れる24。実際，全国信用金庫協会が取りまと
めたワークライフバランスに関する調査報告

表 1　信用金庫における職員の男女比率の推移

男性 女性

平成 13 年 68.7％ 31.3％

平成 16 年 69.9％ 30.1％

平成 19 年 69.5％ 30.5％

平成 22 年 66.5％ 33.5％

平成 25 年 64.7％ 35.3％

出所　『信用金庫』2014 年 4 月号，14 ページより作成。
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をみても，育児休業期間などほとんどの金庫
で，法律を遵守しているにすぎない。つまり
信用金庫では，積極的にワークライフバラン
スに取り組んでいるとは言えないように思わ
れる。
　このように政府での取り組みが進むなか，
公務職場や企業などで女性活用の支援策が模
索されている。女性の採用拡大，職域拡大，
管理職の登用，仕事と家庭の両立など問題で
ある。近年，信用金庫でも女性の活躍支援に
積極的に取り組む信用金庫も現れてきてい
る。そこで次に，われわれの行ったインタ
ビューなどを踏まえて25，いかなる活躍支援
が行われているのかをみてみることにしよう。

Ⅲ　信用金庫における女性の活躍推進

　すでにみたように，近年，女性の活躍支援
が注目されている。実際，安倍内閣は経済成
長戦略の一環として「職場で女性の活躍を高
める」ために，各領域において 2020 年まで
に女性管理職の割合を 30％にするという目
標を掲げている。数値目標は，職場にさまざ
まな混乱をもたらしているものの，こうした
政策に対する取組の方法として，一般に女性
管理職の増加や女性の職域拡大が指摘されて
いる。職域の拡大や管理職の登用は，これま
でも女性活躍支援の取組みとして重視されて
きた。
　信用金庫では，政府の政策を背景に，新た
に女性の職域拡大と管理職への登用が進めら
れている。たとえば山梨信用金庫では，営業
力の強化を図るために渉外に女性を導入する
とともに，女性も営業を担当させることで管
理職への女性の登用を円滑に進められるとい
う。この事例にみられるように，職域の拡大
が管理職への登用と関わっているといえる。
　東京都にあるB信用金庫では26，女性は天
候などに関係なく店舗のなかで働いているの
に対し，男性は営業などで店舗の外で働いて

いるために男性職員たちからの不満が多く，
そのためコース別の雇用管理を採用してきた
という。これまで信用金庫では，「女性の適
性」を反映して，男女別の分業が支配的で
あったといえる。けれども，ここ数年職域の
拡大として，女性が渉外を担当するといった
変化がみられる。そこで女性の営業への展開
を進めている C信用金庫の事例を見ておく
ことにしよう27。

１．事業内容の変化と職域の拡大
　埼玉県南部を中心に事業を行っている C
信用金庫は，もともとこの地域に多数存在し
ていた鋳物工場の業務に寄与するために設立
された信用金庫である。この金庫でも，20
年ほど前までは男性職員と女性職員の仕事は
明確に分離されていた。このような男性と女
性の仕事の違いを生み出していたのは，「男
性は外で働き，女性は企業内の仕事をする」
という先入観であったという。
　けれども，ここ数年こうした意識に変化が
見られるという。そのきっかけになったの
は，女性の社会進出やコミュニケーション能
力の高さなどから，女性活躍の取り組みが必
要と考えられたことであり，そのため C信
用金庫では次のような取り組みが行われるよ
うになっている。
　まず，渉外業務への女性登用である。
1996 年ころから女性職員が年金アドバイ
ザーとして営業店に配置されるようになり，
女性職員は男性と同じように渉外活動を行う
ことになった。そのさい営業目標は店舗の全
員で共有し，営業方針について自由に意見交
わすことができるようになった。
　第二に，女性社員の職域の拡大である。C
信用金庫では，女性の働きやすい環境が整っ
ており，男性は渉外，女性は窓口といった従
来のイメージではなく，融資係や渉外係にも
女性社員の配置を増やすようになっている。
　第三に，女性管理職の育成である。採用に
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当たっては，男女の差別なく，学歴も関係な
く，すべて総合職として採用している。さら
に女性社員を対象とした研修制度や管理職登
用への教育訓練も充実しており，現在では，
副支店長以上の管理職女性はいないが，係長
以上の女性は管理職全員の 34％にまで達し
ている。
　第四に，育児休業制度の充実である。信用
金庫の風土を改善し，女性社員は，結婚や出
産など家庭問題とする退職理由は，ほとんど
なくなった。またここのところ勤続年数も
11 年から 13 年までのびている。
　男女別の分業システムが変化するように
なったのは，育児休業制度の導入など女性の
就労に対するサポートも重要であったもの
の，企業の外に出る年金アドバイザーへの女
性の登用であったという。いまや（2013 年
で）44 店舗のうち 38 店舗で年金アドバイ
ザーとして女性たちが働いている。さらに今
日では，これまで主として男性が担当してき
た融資係としての女性の育成が始まっている
のである。だが C信用金庫の事例にみられ
るように，渉外といっても年金の分野が重要
な領域になっていることがわかる。
　そのさい注意しなければならないのが，信
用金庫の預金の中心になっているのが，年金
顧客であることである。実際広島信用金庫で
は，「個人預金の約 7割が高齢者預金」だと
いわれている28。こうした高齢者の対応に，
女性職員が適しているとされているのであ
る。さらに注意しなければならないのが，
OA・IT 化の進展である。これまで信用金庫
では，定期積み金の預金を集めるなど現金に
接することが多かったが，OA・IT 化の進展
とともに営業職は直接現金を持ち運ぶ必要は
なくなり，端末による入金，つまりキャシュ
レスの営業が可能になったことから，営業職
への女性の職域拡大が進められてきたと考え
られる29。もちろん，もう一方の背景として
女性の職場進出と勤続の長期化を忘れてはな

らない。日本の賃金は，基本的には年齢や勤
続年数に強く規定される。そのため職場進出
と勤続の長期化に伴い，年収も増加するよう
になり，コストパフォーマンスという面から
も，女性の活躍が求められてきたと考えられ
る。
　いずれにせよ，信用金庫の顧客の高齢化と
ともに，預金の中心が個人や法人などから年
金顧客に進んでおり，しかも OA化・IT 化
の進展とともに，営業などでも現金を扱う必
要がなくなり，女性でも営業を担当できるよ
うになったと考えられる。信用金庫の事業の
変化が女性の職域拡大の基盤となったといえ
る。こうした基盤のうえに職域拡大の契機と
なったのは，女性の意識の変化であった。こ
れまで家庭に入るのが当然のこととされてい
たが，とくに大卒女性の増加とともに結婚後
も継続して働きたいという女性が増えてきた
という。だがそれ以上に，年功制のもとで進
んだ女性の勤続の長期化が賃金コストの上昇
を招き，女性の活躍が求められるようになっ
たのである。
　このような女性の職域拡大とともに進んで
きたのが，女性の管理職への登用である。そ
こで次に D信用金庫の取組みを中心に管理
職の登用についてみることにしよう。

２．労働力不足と女性の管理職登用
　近年，少子高齢化が進むなか，女性の管理
職への登用が進んでいる。たとえば高崎信用
金庫では，代理以上の女性管理職はこの 5年
間に 4人増えて 10 人になった。さらに多く
の信用金庫で，女性の支店長も誕生している
のである。もっともメガバンクを退職した有
能な人材が，支店長に登用されるなど，単純
に評価できないとはいえ，女性の管理職への
登用が進んでいることは注目される30。
　こうした女性の管理職登用とともに進めら
れているのが，女性，さらに管理職向けの研
修・講座の強化である。全国信用金庫協会で
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は，預かり資産営業に女性職員を活用する
ケースが増えていることから，女性管理者向
けに「資産運用推進セミナー」が開催されて
おり，さらに須賀川信用金庫でも，「女性管
理者養成研修」が開催されている。女性の管
理職登用には，管理者の養成や専門知識の獲
得などの研修が重要になっているといえる。
研修の内容を見ると，管理職への女性登用の
背景として，高齢者預金へのシフトにみられ
るような預金業務の変化があったと考えられ
る。そこで次に女性の活躍支援を積極的に進
めている D信用金庫の取り組みをみること
にしよう31。
　D信用金庫は，静岡県の東部を中心に事業
活動を展開している中堅信用金庫である。D
信用金庫は，1911 年に設立され，現在 52 の
店舗があり，828 人の正規従業員が働いてい
る。D信用金庫では，かつて一般職と総合職
からなるコース別雇用管理を導入していた
が，5年ほど前から総合職コースだけの人事
システムに変更した。
　さらに D信用金庫では，2010 年度から
2013 年度にかけて次のような女性活躍推進
計画のもとに，①女性職域の拡大，②女性に
対する管理職登用の増大，③ワークライフバ
ランスの実現，④職場風土の改善という具体
的な目標をたてた。
　まず，女性職域の拡大についてみると，D
信用金庫では，女性の職域は狭い範囲ではな
く，さまざまな職務を経験したいという女性
を採用でき，したがってすべての職種に女性
社員も配置できるという。D信用金庫におけ
る職員全体に占める女性社員の比率は 4割を
超えており（44.22％），女性の勤続年数を延
長するため，幅広い職域での活躍が D信用
金庫の更なる発展につながると考えられてい
る。実際，融資係と営業部の女性の人数は
2010 年の 53 名から 2013 年には 66 名に増
えている。
　次に，女性の管理職登用についてみよう。

D信用金庫では，現在，女性役席者は全役職
の 14.4％になっている。女性の管理職登用
のために，女性管理職の研究・交流会など活
動が行われている。さらにワークライフバラ
ンスに対する取り組みとして，D信用金庫で
は，両立支援の取組みを強化するためにプロ
ジェクトチームを設置している。育児・介護
休業の制度も充実している。最後に，職場風
土の改善について。男女雇用機会均等法やポ
ジティブアクション計画等についての情報提
供，全管理職に対する意識啓発研修などを実
施している。
　すでにみたように D信用金庫では，かつ
て一般職と総合職からなるコース別雇用管理
を導入していた。だが，5年前から総合職コー
スだけの人事システムに変更された。けれど
も，希望する職種を職員に訊くと，男性は営
業，女性は事務を希望するという結果になっ
たという。理事長によれば，「一般に男性は
営業の成績が悪いと，できない人物と評価さ
れてしまうが，男性でも事務作業の方が得意
というものもいる」という。そこで男性は営
業を担当し，女性は事務を行うという職場の
分業体制を変えなければ，職場の効率的な運
営はできないと女性の活用に着手したとい
う。2012 年には「女性活躍推進計画」（Pos-
itive Action）を策定し，2012 年からの 3年
間に，女性職員の職域拡大のための特別研修
や，管理職育成のための計画的な取組みを行
うことを明らかにしたのである。
　実際，女性の営業が可能になるようなス
クーターの準備，さらにフレックスタイムの
導入といった取組みが進められた。こうした
取組みの中心になっているのが，経営陣の意
識改革とポジティブアクション推進の監視で
ある。D金庫では，理事長直轄の組織として
ポジティブアクション推進室を設置し，月に
1回会議を行っている。職場からの情報が直
接トップに届くように，ポジティブアクショ
ン推進室は理事長直轄の組織となったのであ
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る。さらに信用金庫での常識と社会の常識が
異ならないように，信用金庫の外から非常勤
理事が招かれている。
　D信用金庫でも，融資や営業などへの女性
の職域拡大を前提に管理職への登用が進めら
れている。そのさい，かならずしも明確では
ないが，女性の活躍が可能になるような事業
内容の変化が進んでいるものと考えられる。
だが他の金庫とは異なり，D信用金庫では，
理事長の強力なイニシアティブのもとで，女
性の管理職の登用や環境の整備が進められて
いる。つまり職場の意識改革や管理制度の改
革である。全国信用金庫協会でのインタ
ビュー（2015 年 12 月）によれば，ここ数年，
女性の活躍に関心を示す理事長もみられるよ
うになったものの，女性の活躍に積極的に取
り組む理事長は少なかったといわれている。
女性活躍のための改革は，それ自体，女性を
排他するような意識や慣習がいかに強く職場
を規定してきたのかを表しているといってよ
い。いずれにせよ理事長のリーダーシップの
もとで女性が役職の 14％以上を占めるにい
たっている。
　そこで私の行ったインタビューのデータを
もとに女性の活躍推進の意義について検討す
ることにしよう。
　表 2は信用金庫全体における役職者の男女
比率をみたものである。平成 13 年から 26
年までの間に女性の比率が，倍以上の伸びを

示していることがわかる。とりわけ平成 22
年以降，増加していることがわかる。だが，
この表からは，役職ごとの女性比率を知るこ
とはできない。そこで次に役職ごとの女性比
率をみることにしよう。
　表 3は，全国の信用金庫における役職・管
理職に占める女性比率の推移をみたものであ
る。平成 9年には，役職・管理職に占める女
性の比率は，0.3％に過ぎなかったものの，
平成 25 年には，2.0％にまで増加している。
もちろん女性の人数は，少ないものの，0.3％
から 2.0％に 1.7 ポイント近くの伸びとなっ
ている。だが，役職・管理職の比率をみると，
役職ごとにその数値は異なっている。課長職
では，平成 9年には女性の比率は 0.8％に過
ぎなかったが，平成 25 年には 4.2％と 5 倍
以上になっている。これに対し部長職では，
0.2％から平成 25 年度の 0.5％へと増加して
いるものの，課長職ほどの比率を占めてはい
ない。女性の管理職への登用とはいうもの
の，実質的には下級管理職への女性の登用に
こそその意味があったとみることができる。
その意味を考えるために信用金庫職員におけ
る男女比率の推移をみておくことにしよう。
　前掲の表 1は，全国の信用金庫における正
規職員の男女比率の推移を見たものである。
この表から，平成 13 年から 26 年までの間
に女性の比率は，平成 16 年に一旦後退する
ものの，わずかながら増加を示していること

表 2　信用金庫における役付職員の男女比率

男性 女性

平成 13 年 92.0％  8.0％

平成 16 年 91.1％  8.9％

平成 19 年 89.1％ 10.9％

平成 22 年 85.6％ 14.4％

平成 25 年 82.3％ 17.7％

出所　『信用金庫』2014 年 4 月号，15 ページより作成。
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がわかる。私の行った調査では，女性比率の
増加は，男性職員数が大きく減少したのに対
し，女性はそれほど大きく減少しなかったこ
とによるものと考えられる。たしかに男性職
員，とりわけ若年層では，メガバンクなどへ
の移動も少なくなかったと指摘されている。
さらに重要なのが，平成不況といわれる景気
後退，停滞のなかで，新規学卒者の採用を十
分行ってこなかったことを指摘できる。こう
したなかで女性の活用が重視されるように
なったと考えられる。
　一般に女性の活躍促進の背景として，少子
高齢化による労働力不足があげられてきた。
実際，須賀川信用金庫では，定年退職者の増
加をきっかけに女性職員の登用を進めるよう
になったと指摘されているのである。けれど
も，女性の活躍推進は，少子高齢化にともな
う労働力不足といった一般的な背景のもとで
生じてきたわけではない。むしろ，平成不況
下で新規採用の抑制，さらに女性の勤続年数
の増加が進むなか，課長などの下級管理職の
不足が注目されてきた。そのため新入社員の
育成ではなく，既存の従業員の活用が進めら
れてきたのである32。

おわりに

　これまで信用金庫における女性の活躍支援
についてみてきた。すでに見たように，信用
金庫でも日本政府の取組を受けて，ワークラ
イフバランスの取組が進められてきた。さら
に育児休業などについては法定の基準を上回
るところもみられるとしても，金庫の多くで
は法定通りの取り組みが行われているに過ぎ
ない。信用金庫でも，労働力の確保が問題に
なっていると指摘されているとはいえ，その
対策と考えられるワークライフバランスの取
組みはほとんど進んでいないように思われる。
　だが，その一方で，女性の職域拡大や管理
職への登用が行われている。他の業態と同じ
ように，職域の拡大や管理職への登用が，女
性活躍支援の重要な施策となっている。もち
ろん，アベノミックスの提案以前にも職域の
拡大や管理職への登用が，女性の活躍のため
の施策として行われてきた。今日重要なテー
マとして追及されている女性の活躍推進の特
徴として，次のような点を指摘することがで
きるように思われる。

①政府の指導するワークライフバランスの取

表 3　役職管理職に占める女性比率の推移

課　長 店　長 部次長 部　長 合　計

平成 9年 0.8％ 0.1％ 0.2％ 0.2％ 0.3％

11 10.％ 0.1％ 0.4％ 0.3％ 0.4％

13 1.1％ 0.1％ 0.3％ 0.1％ 0.4％

16 1.4％ 0.2％ 0.3％ 0.3％ 0.6％

19 2.2％ 0.4％ 0.5％ 0.1％ 0.9％

22 4.3％ 0.7％ 0.9％ 0.3％ 1.7％

25 4.2％ 1.1％ 1.6％ 0.5％ 2.0％

出所　全国信用金庫協会でのインタビューをもとに作成（2015 年 12 月）。
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組みも見られるものの，女性の職域の拡大
や管理職への登用が女性政策の中心になっ
ている。

② OA，IT 化の進展とともに，端末による
入金などによるキャッシュレス営業が可能
になり，女性でも営業を担当できる条件が
整備されたこと。

③年金担当など，高齢者預金の比率が高ま
り，女性に適した営業分野が生まれたこと。

④女性の高学歴化と勤続年数の伸びなどによ
り，経済効率という面から女性の活躍が求
められるようになったこと。

⑤管理職候補となる年齢層で，男性職員の数
が少なく，かつ適当な人材がいないことか

ら，女性の活躍が注目されたことである。

　このように信用金庫における女性活躍支援
の中心は，女性の職域拡大と管理職への登用
にあると思われる。とくに労働力不足を背景
とする管理職への女性の登用が重大な課題と
なっている。そして管理職への登用のため
に，職域の拡大やワークライフバランスが問
われていると考えられる。しかし，後者の取
組みは不十分であるので，管理職への登用の
阻害要因となっている。とはいえデータの不
足から十分な論証ができなかったことを恐れ
ている。今後，女性活用の問題を深めるなか
で補足していきたいと考えている。

（注）
1 本稿は，2014 年の労務理論学会，2015 年にモン

ゴルで開催された東アジア経営学会国際連合で

の報告をもとに加筆修正したものである。学会

の折にコメントをいただい先生がたに感謝いた

します。また紀要への掲載にあたり，詳細な査

読をいただいた先生がたにも御礼申し上げます。

 なお学会での報告要旨は次のようなものである。

 熊霈「信用金庫における女性の活躍支援につい

て」『第 24 回労務理論学会全国大会　報告要旨

集』2014 年 6 月 21 日，64 ～ 67 ページ。

 Pei Xiong, The Active support to the Female 

Staff  in Shinkin Banks, in; Trajectories of the 

green Revolution, Proceedings IFEAMA 2015, 

July 16-18 2015, pp.384-393.

2 産業競争力会議「成長戦略進化のための今後の

検討方針」2014 年，http://www.kantei.go.jp/ jp/

singi/keizaisaisei/pdf/housin_honbun_140120.

pdf，2015 年 12 月 14 日アクセス。

3 日経新聞，2015 年 1 月 25 日号。

4 高橋久子編『変わりゆく婦人労働』（有斐閣，

1983 年）によれば，「女子労働者は，経済の高
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1981 年の 2162 万人へと増加し，なかでも雇用

労働者の比率は，1950 年の 26.3％から 1980 年
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5 坂東真理子『日本の女性政策』ミネルヴァ書房，

2009 年，38 ページ。

6 1973年の石油危機にともなう景気後退のなかで，

当時女性の雇用が多かった製造業などでも従業

員数は減少したものの，サービス業では女性の
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 　本稿では，女性差別という問題が，戦後の経

済発展の過程で日本企業の変容と，それにとも
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25 インタビューは，全国信用金庫協会や東京都信

用金庫協会の協力のもと，二つの協会をはじめ，

5つの信用金庫で貴重なお時間をいただいた。イ

ンタビューは，2013 年から 2015 年にかけて人

事部や理事長に女性の活躍推進について行った。

協力いただいた皆様に感謝いたします。
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31 D 信用金庫についての記述は，全国信用金庫協

会でのヒアリング（2015 年 12 月）に基づいて

いる。

32 2015 年 12 月に行った全国信用金庫協会でのイ

ンタビューによる。

（Abstract）
Recently, the utilization of female staff  has become one of the most discussed topics. The 

purpose of this article is to examine the extent of utilization of female staff  in the human 
resource management fi eld in Japan to investigate the actual situation of woman staff  utiliza-
tion as suggested by the Japanese government based on the example of Shinkin Banks. 
Although the Japanese family system existed before World War II, it was established after the 
war. This family system was characterized by gendered division of labor wherein a man was 
the breadwinner, while the woman was the homemaker. However, post the oil crisis, the utili-
zation of women has been repeatedly emphasized from the viewpoint of economic growth. This 
study examines the utilization of female staff , which has become one of the most discussed 
topic in recent years. Moreover, it clarifi es that the expansion of job area and promotion of 
women to management positions have increased because of restraint of fi ring new graduates to 
adapt to business fl uctuations
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